
 

⑤ 国土強靱化の取組 

本地区には、斎宮調整池及び押野池のほか、本事業で整備した施設と一体的に用

水供給機能を発揮している25箇所の農業用ため池（以下「関連ため池」という。）が

あり、このうち20箇所が防災重点ため池（※）として指定されて適正な整備と維持

が図られている。 

平成29年の台風21号では、伊勢市における48時間降水量が539mmと観測史上１

位を記録し、伊勢市内の勢田川等で堤防が決壊して約3,000haが浸水するなど多くの

被害を受けた中、整備が行われた斎宮調整池や関連ため池は決壊せず、中間貯留機能

を果たして下流域の農作物、農用地、農業用施設や宅地等の被害を防止した。このこ

とから、関連ため池の災害防止効果を参考値として算定（年間7.6億円）した。 

 

＜関連ため池一覧表＞ 

 

 

関連ため池名 防災重点ため池 事業名

汁谷池 〇 県営ため池等整備事業（老朽ため池） S57 ～ S61

ヒジヤ池 〇 県営ため池等整備事業（老朽ため池） S62 ～ H1

吉祥寺池 〇 県営ため池等整備事業（老朽ため池） S62 ～ H2

桧皮池 県営ため池等整備事業（老朽ため池） H3 ～ H5

世古池 県営ため池等整備事業（老朽ため池） H4 ～ H7

宮谷池 〇 県営ため池等整備事業（老朽ため池） H6 ～ H8

中村池 〇 県営ため池等整備事業（老朽ため池） H6 ～ H8

栃ヶ池 県営ため池等整備事業（老朽ため池） H9 ～ H15

油夫池 〇 県営ため池等整備事業（老朽ため池） H10 ～ H12

牛尾崎池 〇 県営ため池等整備事業（老朽ため池） H10 ～ H13

シンゲ池 〇 県営ため池等整備事業（老朽ため池） H10 ～ H15

大谷池 〇 県営大規模ため池等整備事業 S51 ～ S54

上村池 〇 災害復旧事業 S57 ～ S57

倉古池 〇 団体営ため池等整備事業（老朽ため池） S58 ～ S62

五佐奈池 〇 団体営ため池等整備事業（老朽ため池） H1 ～ H4

長池 〇 団体営ため池等整備事業（老朽ため池） H2 ～ H4

河田池 団体営ため池等整備事業（老朽ため池） H5 ～ H7

中角池 〇 基盤整備促進事業（一般型） H12 ～ H15

カマス池 〇

原新池 〇

大山田池 〇

鞍迫間池 〇

大池 〇

五桂池 〇

新茶屋池

事業工期
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※防災重点ため池：農業用ため池の管理及び保全に関する法律による届出及び国、地

方公共団体等が所有するため池で、決壊した場合の浸水区域に家屋や公共

施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのあるため池 

 

さらに、宮川用水土地改良区は地震や洪水発生時の被害を最低限に抑え、速やか

に復旧の取組が行えるよう国営施設の業務継続計画（BCP）を策定しており、ハード

対策とソフト対策を組み合わせた防災減災対策の強化が図られることで、国土強靱化

に資する取組が進められている。 

 

 

 

⑥ 多面的機能の発揮のための地域活動（多面的機能支払交付金）の取組 

本地区では、地元活動団体が多面的機能支払交付金の制度を活用し、農地法面の草

刈り、水路泥上げ及び水路等の軽微な補修など、農業の多面的機能の維持・発揮のた

めの地域活動が行われている。 

〔 平成29年度多面的機能支払交付金取組状況 〕 

市町名 

（関係市町） 

農地維持支払 資源向上支払（共同活動） 資源向上支払（長寿命化） 

組織数 面積(ha) 組織数 面積(ha) 組織数 面積(ha) 

伊勢市 27 1,915 25 1,867 17 1,351 

多気町 16 1,101 14 1,065 3 406 

明和町 17 1,096 17 1,096 0 0 

大台町 21 115 5 37 0 0 

玉城町 21 1,288 20 1,283 3 322 

計 102 5,515 81 5,348 23 2,079 

出典：農林水産省ホームページ  
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ⅰ 取組事例①（勝田大地の絆会） 

玉城町勝田の「勝田大地の絆会」は「人と人との繋がり（絆）を大切に、子や孫

が住みやすいむらづくりを」をモットーに、農地を守る取組（水路の清掃等）、耕作

放棄地解消等の取組（定期的な除草作業等）、後継者育成の取組（農業研修生の受け

入れ等）、地区住民の絆を深める取組（コスモス祭やイチゴ狩り、夏祭りなどのイベ

ント等の開催）、都市住民との交流の取組（観光農園）、女性の社会参画の取組（農

村女性アドバイザー、女性起業家）を行っている。 

平成30年度には「豊かなむらづくり表彰事業」の東海農政局長賞を受賞した。 

 

 

 

出典：東海農政局ホームページ 

 

ⅱ 取組事例②（水土里プロジェクトおばた） 

伊勢市の「水土里プロジェクトおばた」は、伊勢市小俣町の農業における「農地

維持活動」と「資源向上活動」をサポートしている団体であり、農地維持活動では、

農用地、水路、農道などの資源を対象とする基礎的な保全管理活動を実施している。

資源向上活動（農村環境保全活動）では、植栽活動、景観形成（田んぼアート等）、

生きもの調査等の農村環境の保全を図るための活動を中心として実施しており、耕

作放棄地を耕作地へと蘇らせるた

めの無農薬無肥料の自然菜園（パイ

ロットファーム）も平成 28 年から

実施している。 また、学校等を中

心とした活動「農業体験学習」（ふ

れあい畑、ちびっこファーム）等に

も取り組んでいる。 

水路の清掃 

出典：水土里プロジェクトおばたホームページ、東海農政局調べ 

田んぼアート

満開のコスモス畑 
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ⅲ 取組事例③（柏町みのり会） 

伊勢市柏町の「柏町みのり会」は、「地域農業は農家・非農家問わず大人から子供

まで全体で町内を明るくする基礎」をモットーに、農地・農業用水等の資源の保全

（水路の泥上げ、開水路補修等）、農村環境の形成（ルピナス、花菖蒲等の植栽及び

管理）、排水路の水質保全活動（竹炭の設置、水質調査の実施）、総合学習の場（食

育の一環として遊休農地でのもち米作りと餅つき体験）を提供している。 

 

 

ⅳ 取組事例④（新茶屋すみよい環境を守る会） 

明和町新茶屋の「新茶屋すみよい環境を守る会」は、「チームワークで農業施設・

農村資源・環境を守る」をモットーに、協定農用地面積27.2haにおいて、草刈・泥

上げ・施設の点検等の維持管理、施設の簡易補修、広報、植栽活動、開水路のパイ

プライン化、排水路の更新等を行っている。 

 

出典：多面的機能支払い交付金取組事例集 平成26年８月

出典：三重県農地・水・環境保全向上対策協議会ホームページ 
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（５）事後評価時点における費用対効果分析結果 

費用対効果分析の算定の基礎となった要因の変化等に基づき、評価期間（工事期間（18

年）＋一定期間（40 年））において、当該事業及び関連事業の整備に要する全ての費用

（総費用）と、事業効果の発現過程を踏まえた全ての効果（総便益）から、現状で推移

した場合の総費用総便益比を算定する。 

 

① 算定した効果項目の比較 

事後評価時点における本事業の実施により発現している効果を、定量化して便益と

して算定した項目の一覧を事業変更計画時点と比較すると下表のとおりである。 

〔 費用対効果分析の算定における効果項目一覧 〕 

効 果 項 目 
事業変更計画時点 

(投資効率方式） 

事後評価時点 

(総費用総便益比方式) 

作物生産効果 ○ ○ 

品質向上効果 － ○ 

営農経費節減効果 ○ ○ 

維持管理費節減効果 ○ ○ 

更新効果 ○ － 

災害防止効果 － ○ 

地域用水効果 － ○ 

景観・環境保全効果 － ○ 

文化財発見効果 ○ － 

公共施設保全効果 ○ － 

保健休養機能向上効果 ○ － 

水辺環境整備効果 ○ － 

安全性向上効果 ○ ○ 

国産農産物安定供給効果 － ○ 

（関連ため池の災害防止効果） － （○） 

注１：更新効果は、総費用総便益比方式では作物生産効果を始めとする各効果に溶け込んでいることから、事後評価時

点では算定していない。文化財発見効果及び公共施設保全効果は、効果体系の見直しに伴い算定項目から除外した。 

注２：水辺環境整備効果は、総費用総便益比方式では景観・環境保全効果に包括されている。 

注３：関連ため池の災害防止効果は参考値として試算したため、( )書きとしている。 
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② 費用対効果分析の結果 

事後評価時点における本事業の実施により発現している効果を定量化して総費用総

便益比方式で費用対効果分析を行った結果、以下のとおりとなった。 

〔 総費用総便益比 〕 

区   分 算定式 数  値 

総費用（現在価値化） ③＝①＋② 198,512  百万円 

 当該事業による費用 ① 99,460  百万円 

 その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費） ② 99,053  百万円 

年総効果（便益）額 ④ 3,805  百万円 

評価期間（当該事業の工事期間＋40年） ⑤ 58  年 

総便益額(現在価値化) ⑥ 
213,790  

(259,,327) 
百万円 

総費用総便益比 ⑦＝⑥÷③ 
1.07  
(1.30) 

 

基準年度  令和元年度 

 

〔 年効果額及び総便益額 〕 

区 分 

効果項目 
年総効果(便益)額 

総便益額 

(現在価値化) 

食料の安定供給の確保に関する効果     

 作物生産効果 1,726  百万円 101,294  百万円 

 品質向上効果 1,629  百万円 97,221  百万円 

 営農経費節減効果 108  百万円 1,502  百万円 

 維持管理費節減効果 △57  百万円 △5,949  百万円 

農業の持続的発展に関する効果     

 災害防止効果（農業） 50  百万円 2,992  百万円 

農村の振興に関する効果     

 災害防止効果（一般資産） 17  百万円 988  百万円 

 地域用水効果 1  百万円 87  百万円 

多面的機能の発揮に関する効果     

 景観・環境保全効果 144  百万円 4,356  百万円 

その他の効果     

 

安全性向上効果 19  百万円 839  百万円 

国産農産物安定供給効果 168  百万円 10,460  百万円 

（関連ため池の災害防止効果） (762) 百万円 (45,537) 百万円 

合  計 
3,805  

(4,566) 
百万円 

213,790  

(259,327) 
百万円 

 ※( )書きは、参考値（関連ため池の災害防止効果）を含めて試算した結果である。 
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５．事業実施による環境の変化 

 

宮川用水第二期地区においては、市町の田園環境整備マスタープランと整合を図りつ

つ、学識経験者の意見や助言を踏まえ、環境との調和に配慮しながら事業を進めてきた。 

取組みとして、粟生頭首工、斎宮調整池、幹線用水路等における施設や工事施工にお

いて、環境との調和への配慮に係る対策を講じた。 

 

（１）生活環境面の変化 

① 安全性の向上 

事業実施前は開水路のため転落事故(S41～55 で３回)が起きていたが、本事業及び

関連事業により水路のパイプライン化が図られ、地域住民の安全性が向上した。 

 

〔 開水路から管水路に整備した延長 〕 

事業区分 路線名 
整備延長 

（開水路→管水路） 

本事業 

新導水路 3.1km 

１号幹線水路 4.5km 

２号幹線水路 2.4km 

小計 10.0km 

関連事業 県・団体営水路 25.7km 

合計  35.7km 

 

 

 

 

 

 

 

- 82 -



 

② 景観・親水機能 

２号幹線水路の押野池について、周辺は住宅地が隣接していることから、地域住民

の憩いの場として利用できるよう管理用道路を遊歩道として整備し、木製（間伐材を

利用）・木調の柵を設置したほか、池周辺の樹木は「緑の募金交付事業」を活用し、ボ

ランティア活動により植樹された。 

また、三重県が平成25年度に策定した「三重県大仏山地域土地利用構想」では、県

営大仏山公園等との一体的な利用が可能となるよう散策ルートを設定しており、本事

業による幹線用水路等の管水路化に伴う水路上部の空間がこの散策ルートの一部に位

置付けられている。 

さらには、斎宮調整池において、現在、県営事業により住民の交流の場や憩いの場

とするための広大な水辺空間を活用した周辺環境整備（広場や歩道、駐車場、トイレ

等の整備）が進められ、地域住民の憩いの場となっている。 

 

〔 景観・親水機能の例 〕 

  

押野池の遊歩道 大仏山地域散策路 

出典：「宮川用水第二期地区」事業誌、東海農政局調べ  
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（２）自然環境面の変化 

① 河川環境の保全 

本地区の水源である宮川は、１級河川を対象とした全国の河川水質調査で常に上位

にランクされている。しかし、近年の少雨化傾向などによる水量の減少や雑排水の流

入など、自然環境への影響が懸念されていたため、三重県では「宮川流域ルネッサン

ス事業」として、平成９年度から流域圏づくりや水質・流量回復、地域振興等に取り

組むなど、流域住民と協働し流域環境に配慮した事業等を展開している。  

本事業においては、宮川流域ルネッサンス事業との連携を図り、宮川の環境との調

和に配慮し、河川環境の保全を目的として、新たに下流放流工を魚道形式で建設する

こととし、粟生頭首工下流放流量（取水制限流量）を 0.5 ㎥/s から 0.842 ㎥/s（6/1

から9/30までの間）に増量した。 

宮川におけるＢＯＤの経年変化をみると、１mg/L以下を維持しており、近年の数値

も安定しており、清流宮川の水質や流量の維持向上に貢献している。 

 

〔 宮川度会橋地点のＢＯＤ経年変化 〕 

 

 

 

  

出典：中部地方整備局資料
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② 粟生頭首工 

粟生頭首工の魚道は取水口がある左岸側に設置されていたが、本事業により右岸側

に魚道形式の下流放流工を新設（H23.3）し、現在では右岸側の魚道を使用している。 

下流放流工設置後の魚類遡上調査結果を見ると、設置直後（H23～24）では設置前

(H20)より減少していたが、その後増加傾向にあり、魚類（アユ、ウグイ等）の多数の

遡上が確認されている。 

〔 魚類調査位置図及びアユの遡上写真 〕 

 

 

 

 

下流放流工（魚道）  新設魚道遡上調査 

 

 

 

アユの遡上１  アユの遡上２ 

出典：東海農政局調べ
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〔 魚類遡上調査結果 〕 

年度 調査日 時間 方向 天候 

確認個体数（匹/日） 

ア
ユ 

ウ
ナ
ギ 

コ
イ 

ウ
グ
イ 

オ
イ
カ
ワ 

ヨ
シ
ノ
ボ
リ
類 

そ
の
他 

計 

H19 春3/16 9:00～17:00 遡上 晴 … 1 2 4 … … … 7 

H20 

春4/23 9:00～17:00 遡上 晴 13,851 … 4 31 … … … 13,886 

春5/21 9:00～17:00 遡上 晴 3,544 … - - … … … 3,544 

夏6/21 9:00～17:00 遡上 曇l雨 157 … - - … … … 157 

秋9/24 9:00～17:00 降下 晴 - … - 11 34 … 22 67 

秋10/29 9:00～17:00 降下 曇l雨 - … 2 - … … … 2 

平均    3,510 … 1 9 7 … 4 3,531 

H23 

春5/20 9:00～17:00 遡上 晴 1,418 … … … … … … 1,418 

夏7/5 9:00～17:00 遡上 晴 1,743 … … 3 … … … 1,746 

平均    1,580 … … 2 … … … 1,582 

H24 

春5/14 9:00～17:00 遡上 晴 7 … … 1 … … … 8 

春5/29 9:00～17:00 遡上 晴l雨 32 … … … … … 1 33 

夏6/15 9:00～17:00 遡上 晴 5,168 … … 1 4 1 … 5,174 

夏7/10 9:00～17:00 遡上 晴 340 … 1 1 … 2 … 344 

平均    1,387 … 0 1 1 1 0 1,390 

H25 

春4/26 9:00～17:00 遡上 晴 36 … … … … … … 36 

春5/13 13:00～17:00 遡上 晴 1,950 … … … … … … 1,950 

 5/14 9:00～13:00 〃 晴 5,658 … … … … … … 5,658 

夏6/6 13:00～17:00 遡上 晴 - … … … … … … - 

 6/7 9:00～13:00 〃 曇 54 … … … … … … 54 

夏7/18 13:00～17:00 遡上 晴 126 … … … … 1 … 127 

 7/19 9:00～13:00 〃 晴 24 … … … … 1 … 25 

平均    1,962 … … … … 1 … 1,963 

H26 

春4/24 13:00～17:00 遡上 晴 6,960 … … … … … … 6,960 

 4/25 9:00～13:00 〃 晴 276 … … … … … … 276 

春5/12 13:00～17:00 遡上 曇 1,116 … … … … … … 1,116 

 5/13 9:00～13:00 〃 晴 900 … … … … … … 900 

春5/29 13:00～17:00 遡上 晴 696 … … … … … … 696 

 5/30 9:00～13:00 〃 晴 1,362 … … … … … … 1,362 

夏6/12 12:00～17:00 遡上 晴 2,352 … … … … … … 2,352 

 6/13 9:00～12:00 〃 晴 270 … … … … … … 270 

平均    3,483 … … … … … … 3,483 

出典：東海農政局調べ  
注：「…」は、調査対象外を意味する。 
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③ 斎宮調整池 

斎宮調整池は、大規模な土地改変となることから、事前調査（平成７年度～平成８

年度）を実施した結果、周辺に貴重な動植物（ミズニラ等）が生息していることが判

明したため、環境影響評価法や三重県環境影響評価条例に該当はしないが、自主的な

環境影響調査を行い、法・県条例に準じて工事実施に伴う環境への影響を回避、最小

化、修正、影響への低減／除去、代償（ミティゲーション５原則）に区分し配慮を行

った。 

具体的な環境影響評価・環境保全措置として、浅瀬の保全・創出や重要な種の移植

等の20項目について工事の進捗状況に応じて、専門家等の指導・助言を得ながら、ま

た地域住民の意見を聞いた上で対応した。 

事業完了後、令和元年７月に貴重な植物の現地調査を行った結果、ミズニラ及びイ

バラモの生育を確認した。イシモチソウ及びミズマツバは確認されなかった。 

 

〔 斎宮調整池における代表的な環境保全措置位置と措置内容 〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東海農政局ホームページ、「宮川用水第二期地区」技術誌  

 

  

中の島の保全  

斎宮池小池及び北池の保全               
浅瀬の創出  

稀少な植物の移植 
（ ミズニラ､ミズマツバ、イシモチソウ、イバラモ ） 
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〔 ミズニラ及びイバラモの概要 〕 

名 称 写  真 概  要 

ミズニラ 

 

水生で、短い茎から細長い葉が束生する。大胞子の表面
にハチの巣状の網状突起があり、小胞子の表面は平滑か少
数の低いこぶ状突起がある。 

イバラモ 

 
ため池や湖沼などに生息する水草で、60cm ほどに伸長

する茎に、するどい鋸歯のある葉をもつ。葉は対生する。
草体は堅いがもろく、折れやすい。葉腋に花をつけ、そこ
に長さ数mmの種子をつくり繁殖する。 

出典：令和元年現地調査結果 
 

〔 環境保全措置一覧表（１～８／20項目） 〕 

番号 名  称 概  要 

１ 工事用進入道路の選定 

工事用車両の通過による騒音等の影響を小さくするために、工事

用進入路は、出来る限り住居地、小学校、幼稚園を回避するように

選定した。 

２ 
工事用車両による騒音、振動

等の発生抑制 

工事用車両の通過による騒音等の影響を小さくするために、建設

発生土は調整池直近で処理した。 

３ 工事用車両の速度制限 

工事用車両の走行による粉塵等の影響を小さ

くするために、場内工事用道路及び工事用進入道

路は、自主的に速度制限を行った。 

４ 場内工事用道路の仮舗装 

工事用車両の走行による粉塵等

の影響を小さくするために、必要

に応じて砂利舗装等を施工した。 

５ 
裸地の敷均し及び建設機械等

稼働箇所への散水 

工事用車両の走行による粉塵の影響を小さくするために、必要に

応じて散水を行った。また、濁水

の発生抑制のため、必要に応じて

重機による敷き均しを行った。 

６ 低騒音型建設機械の導入 

周辺民家等への騒音の影響を小さくするため

に、建設機械は低騒音方とした。 

７ 斎宮調整池の水量調整 

調整池の水質悪化を防止する

ために、斎宮調整池の流入及び流

出水量を調整することとした。

（供用時） 

８ 沈砂池の措置 

周辺河川への濁水の影響を小

さくするために、場内に沈砂池を

設置し、濁水の流出抑制を図った。 

現地調査での確認状況

現地調査での確認状況

- 88 -



 

〔 環境保全措置一覧表（９～18／20項目） 〕 

番号 名  称 概  要 

９ 斎宮町整地堤防断面等の排水 

斎宮調整池の存在に伴う地下水位の上昇を抑

制するために、堤体にはドレーン工を施工した。 

10 法面等の緑化 

濁水等の発生抑制、早期の自然環境再生を図るために、工事によ

り発生した法面を緑化した。導入

植物は、早期緑化及び在来種を考

慮して決定した。 

11 法面の出現の低減 

自然環境への影響を小さくする

ために、調整池の形状や左岸管理

用道路の線形を考慮し、法面の発

生を極力少なくした。 

12 斎宮池小池の保全 

可能な限り現状の生前環境を

保全するために、浅瀬のシンボル

である斎宮池小池を事業計画区域

から除外して保全した。 

13 「中の島」の保全 

自然環境の保全を図り、景観

機能を高めるために、コナラ高

木林が成立する「中の島」を保

全した。 

14 浅瀬の保全・創出 

浅瀬環境が減少するため、調

整池堤体の外側にある１箇所の

浅瀬を保全し、２箇所で浅瀬を

創出した。 

15 オオタカ高利用域の工事計画 

陸上生態系の頂点に位置す

るオオタカを保全するために、

繁殖期間中は工事計画に配慮

した。 

16 重要な種の移植 

事業実施区域周辺で絶滅の

可能性が高いと判断された重

要な植物4種について種の維持

を図るために適地へ移植した。 

17 斎宮池落水後の生物の移植 

多くの水生植物が生息する

斎宮池が工事改変されること

から、種の維持を図るために、

可能な限り魚類及び底生動物

を採捕し移植した。 

18 生物に配慮した側溝の採用 

斎宮調整池周辺に生息する

両生爬虫類を保護するため

に、調整池周回道路の側溝に

落下しても自力で脱出できる

スロープを設置した。 
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〔 環境保全措置一覧表（19～20／20項目） 〕 

番号 名  称 概  要 

19 サクラの植栽 

工事前はサクラの花見が斎宮池堤で行われ

ていたため、地域用水環境整備事業により、実

施されるようサクラの植栽について関係機関と

調整を行った。（写真は本堤下の植栽予定地） 

20 建設発生土の再利用 

廃棄物等を抑制

するため、建設発生

土は可能な限り再

利用した。 

出典：「宮川用水第二期地区」事業誌 

 

〔 専門家の指導・助言例 〕 

概  要 備  考 

オオタカについて、吉祥寺池周辺の巣については、巣の入り口を覆っ

ている葉や枝を切ったりせず、自然のままにしておいた方がよい。 
前述20項目のうち15番に反映 

ミズニラの繁殖が悪い原因は、移植地の水深が予想以上に高いため、

生育に良くないと思われる。 
前述20項目のうち16番に反映 

イシモチソウについては、工事前までにマーキングした所の表土を剥

いでおくこと。剥ぐ表土の厚さは、塊茎を含んだところまで。剥いだ表

土は、むしろのように巻いて、工事で削った法面に張りつけることが望

ましい。張りつける場所がなければ、巻いた表土を広げ、あまり乾かし

過ぎず、枯死しないようにしてほしい。移植地は、湿った場所がよい。 

前述20項目のうち16番に反映 

ミズマツバの発芽が抑制された原因は、移植地に水が多すぎることが

考えられる。よって、次回、移植することがあれば、ミズニラの移植地

用に拡張した高い所に移植してみてはどうか。 

前述20項目のうち16番に反映 

ヒシは水面を浮遊して光を遮断するため、影響がありそうな所につい

て、葉を広げて実になる前の時期にボートから除草することで、イバラ

モの生息環境を守ってほしい。 

前述20項目のうち16番に反映 

 

 

〔 地域住民の意見例 〕 

概  要 備  考 

遺跡等の調査は自然環境を十分調査した後行ってほしい。 調査全般に反映 

調査は最低３年以上継続して行うべき。 調査全般に反映 

池やその周辺を取り込み大きな貯水池とすることは、環境を単純化し、

生物の多様性を阻害する。 
前述20項目のうち12番に反映 

出典：東海農政局調べ 
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６．今後の課題等 

（１）産地収益力の強化に向けた事業効果の更なる発現 

本地区では、本事業及び関連事業により農業用水が安定的に確保され、大規模経営

体により水稲、小麦及び大豆の土地利用型作物が生産され、県下有数の産地が形成さ

れている。一方、作付面積、単収や労働時間が計画に届いていない作物もあることか

ら、今般の農地中間管理事業に係る制度改正を踏まえた取組や、耕畜連携による農地

の地力回復、野菜機械化体系の検討等の安定的な農業経営に向けた取組を今後も関係

機関が連携して継続していくことが望まれる。 

本地区の営農を今後も継続していくため関連事業を着実に推進していくことが必要

であり、未着手となっている上村
うえむら

地区、有
う

爾
に

中
なか

地区及び河田
か わ だ

地区は事業着手に向けて

地元の関係者と合意形成を図り、用水の安定供給による担い手への農地集積を推進し

ていく必要がある。 

また、西地区については、農家の高齢化と担い手不足により整備に対する意欲が上

がらない状況であり、地域の合意形成に時間を要しているものの、上流部の県営かん

がい排水事業により来年度にも用水の安定供給が可能になることから、関係機関が連

携して地元の関係者と合意形成を図り、地下水利用からの転換による早期のかんがい

用水効果の発現に向けた整備を進める必要がある。 

さらに、今後は施設の大規模地震に対する検討や大規模経営体による営農形態の変

化への対応を行っていく必要がある。 
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（２）タイワンシジミ類の対応 

本地区では、平成24年頃から二枚貝（タイワンシジミ類）が繁殖し、農業水利施設を

管理している宮川用水土地改良区は定期的な排除作業等に時間を要しているとともに、

末端給水栓では目詰まりなどの通水障害により営農に支障が生

じている。このため、宮川用水土地改良区は、東海農政局、三重

県及び三重大学と連携を図り、被害軽減や施設構造の改良につ

いての検討を行うとともに、営農者に対しては広報誌及び通水

説明会を通じた除去方法の周知を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 タイワンシジミ類対策の概要 〕 

② 水管理方法の周知等 

広報誌において初期通水時の少量給水を避けても

らうよう周知する。被害発生地域における対策説明会

を開催する。 

③ 水路構造等の改良及び継続調査 

事業主体（三重県）との連携及び三重大学の協力を

得て、被害軽減を念頭においた施設設計を検討すると

ともに、排出作業時において生息調査を実施し、今後

の対策検討の根拠資料とする。 

① 定期的な管路排除作業の実施（強化） 

排泥工における排除作業を定期的に行う。 

出典：東海農政局調べ 

タイワンシジミ類 

（少量での給水時にシジミ詰まりが発生） （対策：水量調整ハンドルを大きく開けて給水） 

＜給水栓におけるシジミ詰まりの発生原因と対策＞ 

(給水栓に詰まってい 
たシジミの状況） 
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第３章 総合評価 

 

本事業は、調整池の新設、頭首工及び幹線用水路の改修等を行い、あわせて、関連事

業により末端用水路の改修等を行い、農業用水の安定的な確保と維持管理費の節減を図る

とともに、営農の合理化と農業経営の安定を図るものである。 

 事後評価時点では、次に掲げる事業効果の発現等がみられる。 

 

１．事業による農業効果 

（１）農業用水の安定的な確保 

   本事業及び関連事業の実施により、斎宮調整池の貯水容量の増加及び幹線用水路か

ら末端用水路までのパイプライン化が図られ、下流域における水不足状況が解消され

るとともに、用水の効率的な利用が可能となった。農業用水の安定的な確保により、

本地区における渇水対策（隔日通水）の実施は事業完了前の50％から事業完了後で

は17％と減少しており、担い手農家が安心して営農を行うことができる環境が整っ

ている。 

 

（２）営農の合理化と農業経営の安定、農業構造の改善 

 本事業の実施により農業用水が安定的に供給されるとともに、関連事業により開水

路からパイプライン化が図られ、担い手農家は計画的な栽培管理を行うことが可能と

なるとともに、栽培にかかる時間の短縮等の営農の合理化により農業経営の安定が図

られている。また、担い手農家への農地集積率が平成17年の11％から平成29年に

は55％に増加するなど、担い手農家の経営意欲の増大等による経営耕地の集積が進

み、地区全体の農業構造の改善が見られる。 

 

（３）維持管理費の節減 

   本事業及び関連事業の実施により、補修費の軽減や水管理システムの更新による管

理の効率化、水路のパイプライン化による水路へのゴミの混入低減等が図られたこと

から、年間維持管理費は実施前の338百万円から事後評価時点では240百万円と３割

程度節減されている。 
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２．事業による波及的効果等 

本地区内には６次産業化により賞味期限の長い切り餅を開発し、周年雇用を確立し

た担い手が生まれているほか、農産物直売所において漬物や味噌などの加工品が販売

されるなど、多様な農業が展開されている。 

本事業により整備された施設を管理している宮川用水土地改良区は、アドプト協

定を積極的に導入するなど農福連携の考え方による障害者や農業者を含む住民間の地

縁的なつながりの育成、地域参画の促進等に貢献している。 

斎宮調整池、押野池及び関連ため池は、平成29年の記録的な台風災害においても

決壊せず、中間貯留機能を果たして下流域の被害防止に貢献した。 

 

３．事業実施による環境の改善 

   事業実施前は開水路のため転落事故が起きていたが、本事業及び関連事業により

水路のパイプライン化が図られ、地域住民の安全性が向上した。 

   粟生頭首工の整備に伴って、下流放流量を0.5m３/sから0.842m３/sに増加するこ

とにより、清流宮川の水質や流量の維持向上に貢献している。また、本事業により右

岸側に魚道形式の下流放流工を設置し、従前同様魚類の遡上が確認されている。 

 

 なお、一層の事業効果の発現のためには、以下の取組が必要である。 

      本地区は、大規模経営体により水稲、小麦及び大豆の土地利用型作物が生産さ

れ、県下有数の産地が形成されているものの、作付面積、単収や労働時間が計画を下

回っている作物もあることから、農地集約化等の取組を関係機関が連携して継続して

いく必要がある。 

   また、本地区の営農を継続していくために関連事業を着実に実施していくととも

に、未着手地区の合意形成を進めて効果の更なる発現を推進していく必要がある。 
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